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(57)【要約】
セルラーシステムにおいて、基地局がユーザー機器に制
御メッセージを伝送する方法を提供する。基地局は、ア
ップリンクＡＣＫ／ＮＡＣＫチャネルインデックスが制
御メッセージで暗示的に使用されることが許容されるか
否か、制御メッセージに対応するユーザー機器がアップ
リンクＡＣＫ／ＮＡＣＫチャネルインデックスを暗示的
に使用できるか否か、制御メッセージの情報要素の大き
さ、制御メッセージが所定個数のサブブロックに分離さ
れたか否か、制御メッセージに適用されるＭＣＳレベル
、ＭＣＳレベル適用後の制御メッセージの情報要素の大
きさ、制御メッセージの情報要素が存在する周波数領域
のうちの少なくとも一つを基準にして、少なくとも一つ
のユーザー機器に対する複数の制御メッセージをグルー
プ化する段階と、前記グループ化された制御メッセージ
を伝送する段階と、を含む。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　セルラーシステムにおいて基地局がユーザー機器に制御メッセージを伝送する方法であ
って、
　前記基地局は、アップリンクＡＣＫ／ＮＡＣＫ（Ａｃｋｎｏｗｌｅｄｇｍｅｎｔ／Ｎｅ
ｇａｔｉｖｅ　Ａｃｋｎｏｗｌｅｄｇｍｅｎｔ）チャネルインデックスが制御メッセージ
で暗示的に使用されることが許容されるか否か、制御メッセージに対応するユーザー機器
がアップリンクＡＣＫ／ＮＡＣＫチャネルインデックスを暗示的に使用できるか否か、制
御メッセージの情報要素（Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｅｌｅｍｅｎｔ；ＩＥ）の大きさ、
制御メッセージが所定個数のサブブロック（ｓｕｂｂｌｏｃｋ）に分離（ｓｅｇｍｅｎｔ
）されるか否か、制御メッセージに適用されるＭＣＳ（Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ａｎｄ　
Ｃｏｄｉｎｇ　Ｓｃｈｅｍｅ）レベル、ＭＣＳレベル適用後の制御メッセージの情報要素
（ａｌｌｏｃａｔｅｄ　ＩＥ）の大きさ、制御メッセージの情報要素が存在する周波数領
域（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｐａｒｔｉｔｉｏｎ）のうちの少なくとも一つを基準（ｃｒｉ
ｔｅｒｉａ）にして、少なくとも一つのユーザー機器に対する複数の制御メッセージをグ
ループ化（ｇｒｏｕｐｉｎｇ）する段階と、
　前記グループ化された制御メッセージを伝送する段階と、
を含み、
　前記グループ化により生成された各グループに含まれた制御メッセージは、前記少なく
とも一つの基準において同一である、制御メッセージ伝送方法。
【請求項２】
　前記各グループは、論理的に連続する（ｌｏｇｉｃａｌｌｙ　ｃｏｎｔｉｇｕｏｕｓ）
、あるいは物理的に連続する（ｐｈｙｓｉｃａｌｌｙ　ｃｏｎｔｉｇｕｏｕｓ）リソース
ユニットを含む、請求項１に記載の制御メッセージ伝送方法。
【請求項３】
　前記各グループに含まれた制御メッセージの個数あるいはグループの大きさに関する情
報がユーザー不特定（ｎｏｎ－ｕｓｅｒ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ）制御メッセージを通じて伝
送される、請求項１に記載の制御メッセージ伝送方法。
【請求項４】
　前記各グループにおいて各グループに含まれた制御メッセージは前記少なくとも一つの
基準によって並べ替えて伝送される、請求項１に記載の制御メッセージ伝送方法。
【請求項５】
　システムに部分周波数再使用（Ｆｒａｃｔｉｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｒｅｕｓ
ｅ；ＦＦＲ）が適用され、前記複数の制御メッセージは、前記部分周波数再使用による少
なくとも一つの周波数領域（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｐａｒｔｉｏｎｉｎｇ；ＦＰ）に存在
する、請求項１に記載の制御メッセージ伝送方法。
【請求項６】
　前記少なくとも一つの周波数領域別に個別にＭＣＳレベルが設定される、請求項５に記
載の制御メッセージ伝送方法。
【請求項７】
　前記少なくとも一つの周波数領域が全て同一のＭＣＳレベルに設定される、請求項５に
記載の制御メッセージ伝送方法。
【請求項８】
　前記制御メッセージは、あらかじめ決定された周波数領域にのみ存在する、請求項５に
記載の制御メッセージ伝送方法。
【請求項９】
　前記制御メッセージは、前記少なくとも一つの全ての周波数領域に存在する、請求項５
に記載の制御メッセージ伝送方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
 　本発明は、セルラー（ｃｅｌｌｕｌａｒ）システムにおいて、ユーザー機器またはユ
ーザー機器グループに制御メッセージが伝送される際に、ユーザー機器が受信した制御メ
ッセージをディテクションするに当たってその複雑度を低減する方法に関するものである
。。
【背景技術】
【０００２】
　セルラーシステムにおいて端末が基地局からデータを受信するためには、各端末に各自
のデータが存在するリソースの位置、変調及びコーディング方法、ＭＩＭＯ方式などのよ
うな各種の情報メッセージ（以下、‘制御メッセージ’と称する。）がまず伝送されなけ
ればならない。このような制御メッセージ（ｃｏｎｔｒｏｌ　ｍｅｓｓａｇｅ）は、基地
局からデータを受信しようとする各端末に存在すべきである。同様に、複数の端末をグル
ープ化（ｇｒｏｕｐｉｎｇ）し、グループ別に制御メッセージを伝送する方法も考慮され
ることができる。この場合、それぞれの制御メッセージの大きさは、情報の内容と変調及
びコーディング方法によって変わることがある。
【０００３】
　一方、基地局が異なる大きさの制御メッセージを端末に伝送するにあって、制御メッセ
ージのフレーム内における配置情報と変調及びコーディング情報をあらかじめ知らせる方
法と当該情報を知らせない方法をそれぞれ考慮することができる。
【０００４】
　前者の場合、各端末は、該当の制御メッセージのフレーム内における位置と変調及びコ
ーディング情報を知っているため、該当の制御メッセージを簡易にディテクション（ｄｅ
ｔｅｃｔｉｏｎ）できるが、追加的な情報をさらに伝送しなければならないという不具合
がある。
【０００５】
　これに対し、後者の場合は、追加的な情報が伝送されないからオーバーヘッド（ｏｖｅ
ｒｈｅａｄ）は発生しないが、各端末は、自身の制御メッセージを確認するためにブライ
ンドディテクション（ｂｌｉｎｄ　ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ）を行わなければならない。これ
は、全ての端末が、フレーム内の制御メッセージが存在する全ての区間でブラインドディ
テクションを行わなければならないということを意味する。一方、ブラインドディテクシ
ョンをする時に考慮すべきケース（ｃａｓｅ）の数が多くなると、制御メッセージを確認
するための複雑性及び時間が増加し、端末の電力損失につながる。したがって、オーバー
ヘッドを最小化しながらブラインドディテクションを簡易に行える方法を考えなければな
らない。
【０００６】
　制御メッセージがどのような大きさで構成されるか、及びいくつまでの制御メッセージ
を考慮すべきかによってブラインドディテクションの複雑性は変わる。もし、全ての制御
メッセージの長さがそれぞれ異なると、複雑性はより増加する。したがって、制御メッセ
ージの長さはいくつかに限定されるのが一般的である。例えば、３０ビット（ｂｉｔ）、
６０ビット及び９０ビットの総３通りの大きさが制御メッセージの大きさとして許容され
ると、複雑性は減るようになる。このような大きさの基本単位を便宜上ＣＢ（Ｃｏｎｔｒ
ｏｌ　Ｂｌｏｃｋ）と定義すると、上の例示では、１、２及び３ＣＢの３通りの大きさを
持つ制御メッセージが存在できる（ただし、１ＣＢ＝３０ｂｉｔとする場合）。
【０００７】
　しかし、制御メッセージの大きさがＣＢ単位に設定されるとしても、ブラインドディテ
クションの複雑性は非常に大きい。例えば、ブラインドディテクションにおいて、３種類
のＣＢが存在し、総４個の制御メッセージが考慮されるべき場合、制御メッセージが１個
の場合は３種類（ＣＢが１ＣＢ、２ＣＢあるいは３ＣＢ）のケースが存在し、制御メッセ
ージが２個の場合は、３２種類のケースが存在し、制御メッセージが３個の場合は、３３

種類のケースが存在し、制御メッセージが４個の場合は、３４のケースが存在する。
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【０００８】
　総１２０のケースが存在し、端末に上記のケースに関する情報がない場合、各端末は最
大１２０回のディテクションを行ってこそ、該当の端末の制御メッセージが存在するか、
そして存在するとすればいかなる情報を内包しているかがわかる。一般に、ＣＢの種類の
個数をＮ、制御メッセージの最大個数をＭとすれば、ディテクションを行う最大回数はｓ
ｕｍ（Ｎｍ）になる。このようなディテクションの実行回数はシステムの性能の劣化を招
くので、ディテクションの実行回数を減らす方法を考慮しなければならない。
【０００９】
　一方、周波数再使用（ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｒｅｕｓｅ）は、セルラーシステムにおい
て単位面積当たりチャネル数を増加させる方法の一つである。電波の強度は、距離が遠く
なるほど徐々に弱くなるため、一定距離以上離れた所では電波間の干渉が少なく、よって
、同一の周波数チャネルが使われることができる。このような原理に着目し、加入者容量
が大きく増加するように、同一の周波数を同時に多数の地域で使用することができる。こ
のような周波数の効率的活用を周波数再使用という。地域を区分するための単位をセル（
移動通信セル）といい、通話を維持するためのセル間の周波数チャネルの切替をハンドオ
フという。アナログセルラー移動通信方式では周波数再使用技術が必須である。周波数再
使用率は、セルラーシステムで周波数効率を表すパラメータのうちの一つである。周波数
再使用率は、多重セル構造で同時に同一の周波数を使用するセル（セクター）の総数を、
多重セル構造全体のセル（セクター）の総数で割った値である。
【００１０】
　１Ｇシステム（例えば、進化移動電話システム（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｐ
ｈｏｎｅ　Ｓｙｓｔｅｍ：ＡＭＰＳ））の周波数再使用率は１よりも小さい。例えば、７
－セル周波数再使用において、周波数再使用率は１／７である。２Ｇシステム（例えば、
コード分割多重接続（Ｃｏｄｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ：
ＣＤＭＡ）及び時分割多重接続（Ｔｉｍｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃ
ｃｅｓｓ：ＴＤＭＡ））の周波数再使用率は、１Ｇに比べて向上した。例えば、周波数分
割多重接続（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ
：ＦＤＭＡ）とＴＤＭＡとが結合した、ＧＳＭ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　
Ｍｏｂｉｌｅ　ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ）で周波数再使用率は１／４乃至１／３に達
することができる。２Ｇ　ＣＤＭＡシステム及び３Ｇ　ＷＣＤＭＡシステムの場合、周波
数再使用率は１に達することができ、スペクトラムの効率が増大し、ネットワーク配置コ
ストが減少する。
【００１１】
　一つのセルの全てのセクター、そして一つのネットワークの全てのセルが同一の周波数
を使用する時、周波数再使用率１を得ることができる。しかし、セルラーネットワークで
周波数再使用率１が得られるということは、セルの境界にあるユーザーの信号受信性能は
、隣接するセルからの干渉により減少するということを意味する。
【００１２】
　ＯＦＤＭＡ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌ
ｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）システムでは、チャネルが副チャネル（ｓｕｂｃｈａｎｎｅ
ｌ）単位に分離されいるから、副チャネル上で信号が伝送され、３Ｇ（ＣＤＭＡ　２００
０またはＷＣＤＭＡ）におけるように全てのチャネルが全部使われるわけではない。この
ような特徴から、セル中央にあるユーザーとセル境界（セルのエッジ）にあるユーザーの
処理量（ｔｈｒｏｕｇｈｐｕｔ）が同時に向上することができる。具体的に、セルの中央
領域は、基地局から近いから、隣接するセルからの同一チャネル干渉（ｃｏ－ｃｈａｎｎ
ｅｌ　ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ）から安全である。したがって、セルの中央にある内部
ユーザーは、使用可能な全ての副チャネルを使用することができる。しかし、セルの境界
にあるユーザーは、使用可能な全体副チャネルのうちの一部のみを使用することができる
。互いに隣接するセルの境界で、各セルは異なる副チャネルを使用するように、周波数が
割り当てられる。このような方式を部分周波数再使用（ＦＦＲ：ｆｒａｃｔｉｏｎａｌ　
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ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｒｅｕｓｅ）と呼ぶ。
【００１３】
　セルラーシステムにＦＦＲが適用される場合、上に説明したブラインドディテクション
が行われる時に考慮されるケースの数が増加すると、制御メッセージを確認するための複
雑性及び時間が増加し、結果として端末の電力損失が発生する。したがって、オーバーヘ
ッドを最小化しながらブラインドディテクションを簡易にさせる方法が要求されている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明が解決しようとする課題は、オーバーヘッドを最小化しながらユーザー機器が基
地局から受信した制御メッセージのブラインドディテクションを簡易に行える方法を提供
することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記課題を解決するための本発明の一様相として、セルラーシステムで基地局がユーザ
ー機器に制御メッセージを伝送する方法において、前記基地局が、アップリンクＡＣＫ／
ＮＡＣＫ（Ａｃｋｎｏｗｌｅｄｇｍｅｎｔ／Ｎｅｇａｔｉｖｅ　Ａｃｋｎｏｗｌｅｄｇｍ
ｅｎｔ）チャネルインデックスが制御メッセージで暗示的に使用されることが許容される
か否か、制御メッセージに対応するユーザー機器がアップリンクＡＣＫ／ＮＡＣＫチャネ
ルインデックスを暗示的に使用できるか否か、制御メッセージの情報要素（Ｉｎｆｏｒｍ
ａｔｉｏｎ　Ｅｌｅｍｅｎｔ；ＩＥ）の大きさ、制御メッセージが所定個数のサブブロッ
ク（ｓｕｂｂｌｏｃｋ）に分離されるか否か、制御メッセージに適用されるＭＣＳ（Ｍｏ
ｄｕｌａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｃｏｄｉｎｇ　Ｓｃｈｅｍｅ）レベル、ＭＣＳレベルが適用
された後の制御メッセージの情報要素（ａｌｌｏｃａｔｅｄ　ＩＥ）の大きさ、制御メッ
セージの情報要素が存在する周波数領域（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｐａｒｔｉｔｉｏｎ）の
うちの少なくとも一つを基準（ｃｒｉｔｅｒｉａ）にして、少なくとも一つのユーザー機
器に対する複数の制御メッセージをグループ化（ｇｒｏｕｐｉｎｇ）する段階と、前記グ
ループ化された制御メッセージを伝送する段階と、を含み、前記グループ化により生成さ
れた各グループに含まれた制御メッセージは前記少なくとも一つの基準において同一であ
る方法が提供される。
【００１６】
　前記各グループは、論理的に連続する（ｌｏｇｉｃａｌｌｙ　ｃｏｎｔｉｇｕｏｕｓ）
、あるいは物理的に連続する（ｐｈｙｓｉｃａｌｌｙ　ｃｏｎｔｉｇｕｏｕｓ）リソース
ユニット（Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｕｎｉｔ）を含むことができる。
【００１７】
　前記各グループに含まれた制御メッセージの個数あるいはグループの大きさに関する情
報がユーザー不特定（ｎｏｎ－ｕｓｅｒ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ）制御メッセージを通じて伝
送されることができる。
【００１８】
　前記各グループにおいて、各グループに含まれた制御メッセージは、前記少なくとも一
つの基準によって並べ替えて伝送されることができる。
【００１９】
　前記システムに部分周波数再使用（Ｆｒａｃｔｉｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｒｅ
ｕｓｅ；ＦＦＲ）が適用され、前記複数の制御メッセージは、前記部分周波数再使用によ
る少なくとも一つの周波数領域（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｐａｒｔｉｔｉｏｎ：ＦＰ）に存
在することができる。
【００２０】
　前記少なくとも一つの周波数領域別に個別にＭＣＳレベルが設定されることができる。
【００２１】
　前記少なくとも一つの周波数領域の全てに同一のＭＣＳレベルが設定されることができ
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る。
【００２２】
　前記制御メッセージは、あらかじめ決定されたＦＰにのみ存在することができる。
【００２３】
　前記制御メッセージは、前記少なくとも一つの全てのＦＰに存在することができる。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、制御メッセージを所定の規則に従って並べ替えて伝送し、制御メッセ
ージを伝送する前に、制御メッセージの並べ替えパターンに関する情報をユーザーにあら
かじめ知らせることによって、オーバーヘッドを最小化しながら制御メッセージのブライ
ンドディテクションを簡易にさせることができる。したがって、制御メッセージを確認す
るための複雑性及び時間を減少させることができる。
【００２５】
　本発明に関する以上の概略的説明及び以下の詳細な説明は例示に過ぎず、請求された発
明の理解を助けるために提供されたものである。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
　本発明に関する理解を助けるために詳細な説明の一部として含まれる、添付の図面は、
本発明の実施例を提供し、詳細な説明と共に本発明の技術的思想を説明する。
【図１】制御メッセージを伝送するための伝送リソースの構成図である。
【図２】制御メッセージ構成情報の生成例を示す図である。
【図３】本発明に係る制御メッセージの構成情報のパターンの一例を示す図である。
【図４】制御メッセージ構成情報の伝送有効ビット数を減らすための制御メッセージの構
成情報の一例を示す図である。
【図５】本発明の一実施例による制御メッセージ並べ替えパターンを示す図である。
【図６】本発明の一実施例による制御メッセージ並べ替えパターンを示す図である。
【図７】本発明の一実施例による制御メッセージ並べ替えパターンを示す図である。
【図８】本発明の一実施例による制御メッセージ並べ替えパターンを示す図である。
【図９】本発明の一実施例による、ＦＦＲが適用された場合の制御メッセージ並べ替えパ
ターンを示す図である。
【図１０】本発明の一実施例による、ＦＦＲが適用された場合の制御メッセージ並べ替え
パターンを示す図である。
【図１１】本発明の一実施例による、ＦＦＲが適用された場合の制御メッセージ並べ替え
パターンを示す図である。
【図１２】本発明の一実施例による、ＦＦＲが適用された場合の制御メッセージ並べ替え
パターンを示す図である。
【図１３】本発明の一実施例による、ＦＦＲが適用された場合の制御メッセージ並べ替え
パターンを示す図である。
【図１４】基地局とユーザー機器に適用可能であり、上記で説明した方法を実行できるデ
バイスの構成を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下の実施例は、本発明の構成要素及び特徴を所定の形態として結合したものである。
各構成要素または特徴は、別の明示的な言及がない限り、選択的なものとして考慮するこ
とができる。各構成要素または特徴は他の構成要素や特徴と結合しない形態とすることが
できる。また、一部の構成要素及び／または特徴を結合して本発明の実施例を構成するこ
ともできる。本発明の実施例で説明される動作の順序は変更可能である。ある実施例の一
部構成や特徴は、他の実施例に含まれることもでき、他の実施例の対応する構成または特
徴に取って代わることもできる。
【００２８】
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　図面に関する説明において、本発明の要旨を曖昧にさせるような手順または段階などは
省略し、当業者のレベルで理解できる程度の手順または段階も省略するものとする。
【００２９】
　以下の説明で使われる特定用語は、本発明の理解を助けるために提供されたもので、こ
のような特定用語の使用は本発明の技術的思想を逸脱しない範囲で他の形態に変更可能で
ある。
【００３０】
　基地局が使用している全体帯域は、所定個数のサブ帯域に分割される。ＦＦＲ（Ｆｒａ
ｃｔｉｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｒｅｕｓｅ）が使用される場合、全体帯域は基地
局によりあらかじめ分割されることもでき、制御メッセージ（ｃｏｎｔｒｏｌ　ｍｅｓｓ
ａｇｅ）の伝送便宜のために分割されることもできる。したがって、全体帯域が分割され
て生成されるサブ帯域の数は一つ以上と様々にすることができ、各サブ帯域は同一の大き
さまたは異なる大きさにすることができる。端末がデータを受信するためのリソース領域
がサブ帯域に割り当てられると、当該端末の制御メッセージは当該サブ帯域に存在する。
【００３１】
　制御メッセージがいかなる大きさで構成されるか、または、いくつの制御メッセージが
考慮されるべきかによって、ブラインドディテクション（ｂｌｉｎｄ　ｄｅｔｅｃｔｉｏ
ｎ）の複雑性が変わる。もし、全ての制御メッセージの長さがそれぞれ異なると複雑性は
増加する。このため、制御メッセージの大きさはいくつかに限定されるのが一般的である
。例えば、３０ビット（ｂｉｔ）、６０ビット及び９０ビットの総３通りの大きさが制御
メッセージの大きさとして許容されるとすれば、複雑性は多く減るようになる。このよう
な大きさの基本単位を便宜上ＣＢ（Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｂｌｏｃｋ）と定義すると、例えば
、１ＣＢ、２ＣＢ及び３ＣＢの３通りの大きさを持つ制御メッセージが存在することがで
きる。
【００３２】
　一方、上記リソース領域に割り当てられた制御メッセージを取り合わせた後、基地局は
、それらの制御メッセージの大きさを降順に並べ替えて順次に伝送することができる。例
えば、４個の制御メッセージがそれぞれ２ＣＢ、１ＣＢ、３ＣＢ、３ＣＢの大きさとなっ
ていると、これら４個の制御メッセージは３ＣＢ、３ＣＢ、２ＣＢ、１ＣＢの順に並べ替
えて伝送される。
【００３３】
　図１は、制御メッセージを伝送するための伝送リソースの構成図である。図１に示すよ
うに、便宜上、制御メッセージの大きさはＣＢの整数倍（例えば、１ＣＢ、２ＣＢ、３Ｃ
Ｂなど）とし、最大の制御メッセージの大きさをＮＣＢとする。また、分割された帯域内
で総ＭＣＢ大きさを持つリソースが制御メッセージの伝送のために割り当てられうるとす
る。
【００３４】
　したがって、全てのメッセージの大きさが１ＣＢである場合、最大Ｍ個の制御メッセー
ジが当該分割された帯域で伝送されることができる。制御メッセージの伝送のために、１
乃至ＮＣＢ大きさの制御メッセージが結合して、ＭＣＢの大きさを持つリソースが割り当
てられた帯域で伝送される場合、様々な組み合わせ（ｃｏｍｂｉｎａｔｉｏｎ）が存在す
る。これに対し、制御メッセージが降順に並べ替えて基地局から伝送される場合、その場
合の数は制約的であり、そのパターンも制約的である。
【００３５】
　分割された領域内における最大の制御メッセージの大きさが１ＣＢ乃至ＮＣＢであるケ
ースがそれぞれ考えられる。もし、最大の制御メッセージの大きさがｎ（１≦ｎ≦Ｎ）Ｃ
Ｂであるとすれば、実際には１乃至ｎ　ＣＢ大きさの制御メッセージが存在することがで
き、これら１乃至ｎ　ＣＢ大きさの制御メッセージは降順に並べ替えて伝送される。本発
明では、制御メッセージが並べ替えられたパターンに関する情報を制御メッセージ構成情
報と称する。基地局は、制御メッセージを伝送する前に制御メッセージ構成情報をあらか
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じめ伝送する。
【００３６】
　以下、本発明の第１実施例による制御メッセージ構成情報の構成方法について説明する
。
【００３７】
　ここで、制御メッセージ構成情報を形成するために、ＭＣＢ大きさの分割領域全体に制
御メッセージ情報が存在すると仮定する。すなわち、全ての制御メッセージの大きさがＭ
ＣＢよりも小さい場合、残り部分には１ＣＢの制御メッセージが存在すると仮定する。図
２は、制御メッセージ構成情報の生成例を示す図である。例えば、Ｍ＝１２、ｎ＝３であ
り、３ＣＢ及び２ＣＢ大きさの制御メッセージがそれぞれ１個ずつ存在する場合に対する
構成情報生成例は、図２に示す通りである。
【００３８】
　表１は、最大の制御メッセージの大きさがｎの時、ＣＢ大きさの組み合わせを示してい
る。
【００３９】
【表１】

　上記の表１に開示された組み合わせにマッチングされる構成情報の種類の数はＭ値によ
って様々に存在する。図３は、本発明による制御メッセージの構成情報のパターンの一例
を示す図である。便宜上、Ｍ＝１２、ｎ＝３とする場合、（３，２，１）の組み合わせ（
これは、１ＣＢ、２ＣＢ及び３ＣＢ大きさの制御メッセージからなる制御メッセージ構成
情報を示す。）を取り上げると、図３に示すようなパターンが存在する。
【００４０】
　図３に示された構成情報はいずれも（３，２，１）の組み合わせによって形成されるが
、１ＣＢ、２ＣＢ、３ＣＢがそれぞれいくつずつ存在するかはＭ値に依存する。説明の便
宜のために、当該組み合わせにおいて、最小大きさのＣＢの次に大きいＣＢを次下位ＣＢ
と定義し、次下位ＣＢの次に大きいＣＢを次々下位ＣＢと定義する。次々下位ＣＢよりも
大きい大きさのＣＢが存在する場合、ＣＢは上記規則によって定義される。
【００４１】
　例えば、［３，２，１，１，１，１，１，１，１］の組み合わせを考慮すれば、各数字
はＣＢの大きさを表し、最小大きさのＣＢは１ＣＢであり、次下位ＣＢは１ＣＢの次に大
きい２ＣＢであり、次々下位ＣＢは、２ＣＢの次に大きい３ＣＢである。
【００４２】
　同一のＣＢ組み合わせにより構成情報を生成する方法は、最小大きさのＣＢを除く残り
のＣＢを各１個と設定し、最小大きさのＣＢで残りの領域を満たした後（例えば、［３，
２，１，１，１，１，１，１，１］）、次下位ＣＢの個数（例えば、２ＣＢの個数）を増
加させることができる（例えば、［３，２，２，１，１，１，１，１］、［３，２，２，
２，１，１，１］、［３，２，２，１］）。
【００４３】
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　このような過程を次々下位ＣＢの個数（例えば、３ＣＢの個数）を１個ずつ次第に増加
させた後、引き続き反復する。
【００４４】
　すなわち、次々下位ＣＢの大きさ（例えば、３ＣＢ）が２個存在して［３，３，２，１
，１，１，１］になり、次下位ＣＢ（２ＣＢ）の数が次々と増加して［３，３，２，２，
１，１］になった後、次々下位ＣＢの大きさ（３ＣＢ）が３個存在して［３，３，３，２
，１］になる。このような過程を行う中でＭ値によって特定のＣＢ組み合わせは現れない
こともある。
【００４５】
　もし、Ｍ値が１６であると、ＣＢ組み合わせ（３）の場合は発生しなくなる。３ＣＢが
５個存在すると、残り１個は必ず１ＣＢで満たされるため、ＣＢ組み合わせ（３）の場合
は（３，１）組み合わせに含まれるようになる。したがって、上に羅列した最大の制御メ
ッセージの大きさがｎの場合、その構成情報を形成しているＣＢ大きさの組み合わせはＭ
値によって一部が除外されることがある。
【００４６】
　このような方法で、Ｎ及びＭ値によって、上の説明に準じて形成された各種パターンが
構成情報として活用される。
【００４７】
　もし、５個の制御メッセージの大きさがそれぞれ３ＣＢ、１ＣＢ、２ＣＢ、１ＣＢ、３
ＣＢであれば、これらに対する降順並べ替えは［３，３，２，１，１］になる。基地局は
このような順序で制御メッセージを並べ替えて伝送する。この時、［３，３，２，１，１
，１，１］のパターン情報が構成情報として指示されると、端末は制御メッセージを順次
に３ＣＢ、３ＣＢ、２ＣＢ、１ＣＢ、１ＣＢ、１ＣＢ、１ＣＢの単位にデコーディング（
ｄｅｃｏｄｉｎｇ）して、自身の制御メッセージが存在するか確認する。各端末は基地局
からいかなるフォーマットで制御メッセージを伝送するかを知っているため、制御メッセ
ージの大きさによるデコーディングの複雑度か減少する。また、変調及びコーディング方
式によって大きい大きさの制御メッセージが生成される確率が高いため、復調及びデコー
ディングの複雑度も当該方法によって減ることができる。
【００４８】
　実施例１
　制御メッセージのために総１６ＣＢが、全体帯域が分割されて生成されたサブ帯域に割
り当てられ、制御メッセージが１ＣＢ乃至３ＣＢの大きさまで許容されるとすれば、総３
種類の構成情報が下記の表２のように構成されることができる。基地局は総５ビット（ｂ
ｉｔ）で形成されたインデックス（ｉｎｄｅｘ）情報を各端末に知らせればいい。
【００４９】
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【表２】

　システムにおいて、一回に伝送されうる制御メッセージの最大個数が限定されることも
ある。このために、表１のパターンのそれぞれから一回に伝送されうる最大個数だけを分
離してパターンを再構成し、再構成されたパターンにおいて同一のパターンは除去するこ
とによって、表１の構成情報を再構成することができる。
【００５０】
　例えば、実施例１において最大制御メッセージの数が６に制限される場合、これに該当
するパターン及びインデックスは、表２の結果を再構成して得ることができる。下記の表
３は、制御メッセージの最大個数が６に制限される場合、表２の結果を再構成して得られ
る制御メッセージ構成情報を表にしたものである。すなわち、表２の各制御メッセージの
パターンにおいて左側から順に６個の制御メッセージが選択され、各パターンが再構成さ
れ、再構成された各パターンに新しいインデックスが付与される。 
【００５１】
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【表３】

　表３に示すように、制御メッセージの最大個数が６個に制限される場合、重複するパタ
ーンが存在するから、３０個のインデックスから２６個のインデックスと、インデックス
の総個数が減少することができる。
【００５２】
　表３に示すパターンは伝送有効ビット数を減らすために一部が結合することもできる。
例えば、パターン［３，３，３，２，２，２，１］及びパターン［３，３，３，２，２，
１，１，１］はそれぞれ、パターン［３，３，３，２，２，ｂ，１］に取り替えることが



(12) JP 2012-507184 A 2012.3.22

10

20

30

40

50

できる。すなわち、パターン［３，３，３，２，２，２，１］で下線部分とパターン［３
，３，３，２，２，１，１，１］で下線部分をｂに取り替えた［３，３，３，２，２，ｂ
，１］の形態として指示することもできる。
【００５３】
　図４は、制御メッセージ構成情報の伝送有効ビット数を減らすための制御メッセージの
構成情報の一例を示す図である。図４に示すように、ｂは１または２の大きさになってい
ることを意味するから、端末は、この部分を２ＣＢと１ＣＢの大きさにそれぞれデコーデ
ィングしてみなければならないという面倒さがある。しかし、このような原理を用いて全
体パターンを組み合わせる作業を行うと、インデックスの総個数を減少させることができ
る。
【００５４】
　このような原理を拡張して全体パターンの特定部分を‘ｂ’に取り替えることも可能で
ある。例えば、パターン［３，３，３，２，２，２，１］とパターン［３，３，３，２，
２，１，１，１］は、［３，３，３，２，ｂ，１］に取り替えることができる。すなわち
、パターン［３，３，３，２，２，２，１］とパターン［３，３，３，２，２，１，１，
１」は、下線部分が‘ｂ’に置き換えて［３，３，３，２，ｂ，１］とすることがてきる
。この場合、‘ｂ'部分を確認するために、‘２，２'、‘２，１，１'及び‘１，１，１
，１'の３回のデコーディングを行わなければならない。したがって、パターン［３，３
，３，２，１，１，１，１，１］も同一の集合として考慮することができる。‘ｂ'で表
示された部分に対していくつのＣＢを考慮すべきかがシステムで事前に決定されていたり
、または、‘ｂ'で表示された部分に対していくつのＣＢを考慮すべきかが基地局により
端末に通知されることによって、総インデックス数を減らすことができる。
【００５５】
　このような原理で形成される構成情報の使用において、制御メッセージを伝送する前に
制御メッセージの個数を端末にまず知らせ、再構成される構成情報によってインデクシン
グを行う方法も用いることができる。
【００５６】
　以上では全体帯域がいくつかのサブ帯域に分割され、制御メッセージが割り当てられた
サブ帯域を通じて伝送される場合について説明したが、制御メッセージが必ずしもサブ帯
域別に構成されるとは限らない。すなわち、実際帯域はＦＦＲなどの理由からいくつかの
サブ帯域に分割されているとしても、制御メッセージはこれによらずに伝送されることも
できる。この場合、制御メッセージを信頼性高く伝送するためにパワーブースティング（
ｐｏｗｅｒ　ｂｏｏｓｔｉｎｇ）を考慮することができる。パワーブースティングはＦＦ
Ｒに非常に適合する。ここで、構成情報の生成原理は、サブ帯域の大きさＭ値及び制御メ
ッセージ数が全体帯域で考慮される点以外は、上の説明におけると同様である。
【００５７】
　一方、制御メッセージ構成情報に加えて、下記のような付加的なメッセージを必要とす
る場合もある。
【００５８】
　・全体帯域がＫ個のサブ帯域に分割されるとすれば、分割された各サブ帯域内に制御メ
ッセージが存在するか否かに関する情報：
　例えば、ビットマップ（ｂｉｔｍａｐ）形式で当該情報が伝送されることが可能である
。もし、全体帯域が３個に分割されると、｛ｂ１，ｂ２，ｂ３｝のように３ビットからな
るビットマップが使用されることができる。この場合、各ビットｂ１、ｂ２、ｂ３はそれ
ぞれ３個のサブ帯域を順に表す。ビットマップの各ビットは、例えば、対応するサブバン
ドに制御メッセージが存在する場合には‘１'の値を有し、存在しない場合には‘０'の値
を有するように定められることができる。例えば、最初のサブ帯域にのみ制御メッセージ
が存在する場合には｛ｂ１，ｂ２，ｂ３｝＝｛１，０，０｝になる。
【００５９】
　・帯域情報：
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　　総制御メッセージ数
　　サブ帯域で許容されうる最大制御メッセージ数（Ｍ値）
　　最大制御メッセージ数
　　各サブ帯域における制御メッセージ数
　ＩＥＥＥ　８０２．１６ｍ標準で進行されるＵＳＣＣＨ（Ｕｎｉｃａｓｔ　Ｓｅｒｖｉ
ｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）の伝送に本内容を適用することができる。ＵＳ
ＣＣＨは、ユーザー特定制御情報（Ｕｓｅｒ－Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｉｎ
ｆｏｒｍａｔｉｏｎ；ＵＳＣＩ）とユーザー不特定制御情報（Ｎｏｎ　Ｕｓｅｒ－Ｓｐｅ
ｃｉｆｉｃ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ；ＮＵＳＣＩ）とに区別される。
この時、ＵＳＣＩが伝送される時、各ＵＳＣＩは個別にコーディング（ｓｅｐａｒａｔｅ
　ｃｏｄｉｎｇ）されている。このようなＵＳＣＩが伝送される際にいかなる情報もない
と、端末はブラインドディテクションを行わなければならない。この場合、基地局は、Ｎ
ＵＳＣＩまたはＢＣＨ（ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｈａｎｎｅｌ）を用いて、上記の構成情
報を伝送する。そして、基地局は該ＵＳＣＩをその大きさによって降順に並べ替えて伝送
する。
【００６０】
　以上では構成情報を降順に並べ替えるとして説明したが、本発明は、昇順で構成情報を
並べ替える場合にも同一に適用することができる。
【００６１】
　以下、本発明の第２実施例による制御メッセージの構成方法について説明する。
【００６２】
　ＭＣＢ大きさの帯域に１ＣＢ乃至ＮＣＢ大きさの制御メッセージが非常に様々なケース
として存在する。しかし、本発明の基地局は、制御メッセージを大きさによって降順に並
べ替えて伝送するので、可能なケースの数は制約的であり、そのパターンも制限的である
。したがって、本発明は、制御メッセージを降順に並べ替え、制御メッセージの大きさに
よってグループ（ｇｒｏｕｐ）を生成することを提案する。例えば、制御メッセージを変
調（ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ）及び／またはコーディングした後、１ＣＢ大きさの制御メッ
セージをＧｒｏｕｐ　１にグルーピングし、２ＣＢの制御メッセージをＧｒｏｕｐ　２に
グルーピングすることができる。したがって、制御メッセージの大きさの種類の数だけの
グループが形成されるようになる。制御メッセージの大きさの和をＭ以下に維持しながら
、可能な全てのグループの個数が考慮されることができる。
【００６３】
　実施例２ 
　下記の表４は、システムのＭ値が５であり、１ＣＢ、２ＣＢ、４ＣＢが制御メッセージ
の大きさとして許容される場合における構成情報形成の一例である。表４で、Ｇｒｏｕｐ
　１は、１ＣＢ大きさの制御メッセージのグループであり、Ｇｒｏｕｐ　２は、２ＣＢ大
きさの制御メッセージのグループであり、Ｇｒｏｕｐ　３は、４ＣＢ大きさの制御メッセ
ージのグループを表す。
【００６４】
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【表４】

　表４からわかるように、任意のインデックスに該当する総制御メッセージの大きさは、
Ｍ（本実施例では５）より小さいまたは等しい。上に例示したように、Ｇｒｏｕｐ　１か
らＧｒｏｕｐ　３は、その値が降順あるいは昇順に並べ替えられるように順に連結される
ことができる。その他の様々な方法、例えば、総制御メッセージが占める大きさの順序（
昇順または降順）なども考慮することができる。
【００６５】
　実施例３ 
　下記の表５は、表４を用いて総制御メッセージが占める大きさによって並べ替えられた
制御メッセージ並べ替えパターンの構成を示すものである。表５で、Ｇｒｏｕｐ　１は１
ＣＢ大きさの制御メッセージのグループを、Ｇｒｏｕｐ　２は２ＣＢ大きさの制御メッセ
ージのグループを、Ｇｒｏｕｐ　３は４ＣＢ大きさの制御メッセージのグループを表す。
また、表５で、Ｇｒｏｕｐ　１、Ｇｒｏｕｐ　２、Ｇｒｏｕｐ　３は、Ｇ１、Ｇ２、Ｇ３
でそれぞれ表示される。そして、各グループの括弧中の値は、そのグループに属する制御
メッセージの個数を表す。
【００６６】
【表５】
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　実施例１における１３個の種類（表３のインデックス１～１３）は、上記表５に全部示
されている。したがって、制御メッセージ構成を知らせるためのインデックスを、表５に
おける制御メッセージの総大きさ及びインデックス２の値を参照して順次に生成すること
ができる。
【００６７】
　実施例４
　一方、本発明の他の実施例によれば、伝送されるインデックスの有効ビット数を減らす
ために、総制御メッセージの和の大きさがＭとなるように維持しながら、特定Ｇｒｏｕｐ
　ｎを除外したグループ別全ての可能な組み合わせを考慮することができる。この除外さ
れたＧｒｏｕｐ　ｎに該当する制御メッセージは、ブラインドデコーディング（ｂｌｉｎ
ｄ　ｄｅｃｏｄｉｎｇ）に含まれることができる。例えば、ｎ＝１の場合、端末はＧｒｏ
ｕｐ　１（１ＣＢ大きさのグループ）に含まれた制御メッセージに対してブラインドデコ
ーディングを行うことができる。下記の表６は、Ｇｒｏｕｐ１を除外した制御メッセージ
並べ替えパターンの構成を示している。
【００６８】
【表６】

　すなわち、表６で、インデックス１は、２ＣＢ大きさの制御メッセージが１個存在し、
４ＣＢ大きさの制御メッセージが０個存在し、１ＣＢ大きさの制御メッセージは０乃至３
個のうちのいずれかの個数が存在することを意味する。もし、基地局が制御メッセージを
大きさ順に並べ替えて伝送するとすれば、Ｇｒｏｕｐ３、Ｇｒｏｕｐ２がまずデコーディ
ングされた後、残った制御メッセージが総制御メッセージ大きさ（Ｍ）まで１ＣＢ単位に
ブラインドデコーディングされる。
【００６９】
　一方、１ＣＢ単位にブラインドデコーディングに対する複雑性を減らすために基地局は
インデックスに加えて下記のような情報をさらに伝送することができる。
【００７０】
　・Ｇｒｏｕｐ　１に含まれている制御メッセージ数またはＧｒｏｕｐ　１の総大きさ
　・各Ｇｒｏｕｐ内に存在する制御メッセージの総個数または実際に制御メッセージが占
めている領域（Ｇｒｏｕｐ　１～３）の総大きさ（例：ＣＢあるいはＲＵ（Ｒｅｓｏｕｒ
ｃｅ　Ｕｎｉｔ）大きさ）
　このような原理で形成される構成情報の使用において、制御メッセージを伝送する前に
制御メッセージ数または使用されたリソースの大きさ（例えば、ＣＢ数またはＲＵ数）を
端末に知らせ、インデクシングを行う方法は、現在構成された制御メッセージの総個数ま
たはその大きさをあらかじめ端末に知らせることによって、端末が行うべき追加的なブラ
インドディテクションを軽減することができる。
【００７１】
　一方、制御メッセージの総個数またはその大きさなどは、システムの状況によって変わ
ることがある。例えば、Ｍ値は、システムの帯域幅（ｂａｎｄｗｉｄｔｈ）またはシステ
ムで端末に伝送しなければならない制御メッセージの数の増加などといった理由から変更
されることがある。以上に述べた方法は、Ｍ値が変化する際に全ての場合の数を考慮して
いるから、異なるＭ値（Ｍ１＜Ｍ２）に対して、Ｍ１の考慮された全ての場合の数は、Ｍ
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る最大のＭ値に対する表を作成した後、Ｍの変化によってそれを再構成して使用する方法
が考えられる。
【００７２】
　例えば、実施例２で、Ｍ＝５であり、表４全体の値（制御メッセージの総大きさ１ＣＢ
乃至５ＣＢ）が利用される場合、Ｍ値が４に変化すると、制御メッセージの総大きさを１
ＣＢ乃至４ＣＢのみを考慮してインデックスを再構成することができる。
【００７３】
　一方、このような事項は、インデックスの有効ビット数を減少させるために特定Ｇｒｏ
ｕｐがブラインドデコーディングされる例にも適用される。実施例３のようにｎ＝１、す
なわちＧｒｏｕｐ　１（１ＣＢ大きさグループ）がブラインドデコーディングされる場合
を考慮すると、下記の表７が得られる。
【００７４】
【表７】

　システムで要求されるＭ値が全ての端末に伝送される場合（例えば、放送チャネル（ｂ
ｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｈａｎｎｅｌ）などを用いて）、当該Ｍ値に相応する制御メッセー
ジの構成情報であるインデックス２が使用される。
【００７５】
　表６を用いるもう一つの方法として、もし、現在フレームで構成された制御メッセージ
の総数がＮ（０≦Ｎ≦Ｍ）である場合、表６でＭ値に代わりＮ値を用いて該当の帯域を決
定し、それに相応するインデックス２を用いて構成情報を通知することができる。下記の
表８は、現在フレームで構成された制御メッセージの総数がＮの時に構成される構成情報
を示すものである。
【００７６】
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【表８】

　すなわち、もし、Ｎ値が５であり、インデックス２が１の場合、構成情報はＧ１(０～
３)、Ｇ２(１)、Ｇ３(０)であることを意味するが、Ｎ値が３であり、インデックス２が
１の場合の構成情報は、Ｇ１(０～１)、Ｇ２(１)、Ｇ３(０)であることを意味する。この
とき、Ｎ値が５の場合にインデックス２を表示するためには２ビットが必要であるが、Ｎ
が３の場合にインデックス２を表示するためには１ビットのみ必要になる。すなわち、Ｎ
値が設定されることによって、インデックス２を表示するための有効ビット数は表８を用
いて自動で定められるので、構成情報を示すために必要なビット数が減少する。
【００７７】
　一方、表７は表５から生成されることができる。
【００７８】
　Ｇｒｏｕｐ　１は、ブラインドデコーディングの対象であるから、表５でＧｒｏｕｐ　
１の内容が変更されて適用されることがわかる。したがって、システムが実施例２のよう
に全体場合の数を考慮して伝送を行う場合と、実施例３のように特定Ｇｒｏｕｐがブライ
ンドデコーディングの対象である場合に対して、同一の表を利用可能になる。
【００７９】
　一方、全体可能な場合の数を考慮する場合と、一部のＧｒｏｕｐをブラインドデコーデ
ィングに含める場合、システムは、このような構成情報の特徴を全体端末にＢＣＨ（Ｂｒ
ｏａｄｃａｓｔ　Ｃｈａｎｎｅｌ）またはＮＵＳＣＩ（Ｎｏｎ－Ｕｓｅｒ　Ｓｐｅｃｉｆ
ｉｃ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）等で通知することができる。このよう
な場合、表４または表６のような構成は非常に效率的に使用されることができる。
【００８０】
　一方、上記の全ての方法において、制御メッセージが存在しないケースに該当するイン
デックスは省略可能である。例えば、実施例１乃至実施例３で、Ｇｒｏｕｐ　１乃至Ｇｒ
ｏｕｐ　３の制御メッセージの数がいずれも０の場合、各Ｇｒｏｕｐ内に存在する制御メ
ッセージの総個数が知られるとそれに相応するインデックスは不要になる。
【００８１】
　ＩＥＥＥ　８０２．１６ｍ標準で進行されるＵＳＣＣＨ（Ｕｎｉｃａｓｔ　Ｓｅｒｖｉ
ｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌｓ）の伝送に本発明が適用されることができる。
ＵＳＣＣＨは、ＵＳＣＩ（Ｕｓｅｒ－Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｉｎｆｏｒｍ
ａｔｉｏｎ）とＮＵＳＣＩ（Ｎｏｎ　Ｕｓｅｒ－Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｉ
ｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）とに区別される。この場合、各ＵＳＣＩは個別にコーディング（
ｓｅｐａｒａｔｅ　ｃｏｄｉｎｇ）されて伝送される。このようなＵＳＣＩの伝送に関す
るいかなる情報もないと、端末はブラインドディテクションを行わなければならない。こ
の場合、基地局はＮＵＳＣＩあるいはＢＣＨ（ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｈａｎｎｅｌ）を
用いて前述した構成情報を伝送する。基地局はＵＳＣＩをその大きさ別に降順に並べ替え
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【００８２】
　本発明で構成情報が降順に並べ替えられるとして説明したが、本発明は、構成情報が昇
順に並べ替えられる場合にも同一に適用されることができる。
【００８３】
　実施例５
　Ｍ値は、システムの構成によって実際に異なることがある。下記の表９は、システムに
構成されうる様々なＭ値によるインデックスを示すものである。ここで、Ｇ１、Ｇ２、Ｇ
３、Ｇ４、Ｇ５はそれぞれ、制御メッセージの大きさが１ＣＢ、２ＣＢ、４ＣＢ、８ＣＢ
及び１６ＣＢである場合を示す。端末は、Ｇｒｏｕｐ　２が終わる時点からＭＣＢの範囲
内でブラインドディテクションを行うから、Ｇｒｏｕｐ　１は省略しても良い。
【００８４】
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【００８５】



(20) JP 2012-507184 A 2012.3.22

10

20

30

40

50

【表９－２】

　一方、表９で、インデックス０においてＧｒｏｕｐ１はＧ１(０～Ｍ)で表示される。現
在伝送される制御メッセージの数（あるいは制御メッセージの総大きさ）を別途に伝送す
るとすれば、インデックス０に現れたＧｒｏｕｐ　１のＧ１(０～Ｍ)はＧ１(１～Ｍ)のよ
うに表現されることができる。これは、制御メッセージの数（あるいは、制御メッセージ
の総大きさ）が０の場合、いかなる制御メッセージも送る必要がないということを意味す
るからである。実施例４で表７を表８に変換して得られた構成表がそのまま用いられるこ
とができる。すなわち、Ｍ値に代わりＮ値を考慮して、現在構成された総制御メッセージ
の数に基づいてインデックスが生成されることができる。
【００８６】
　上記のようなグループ設定方法は、大きさによる方法の他にも、下記のような様々な方
法を含むことができる。
【００８７】
　ダウンリンク制御メッセージは実際に伝送されるために変調及びコーディングされる。
この時、ＭＣＳ（Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｃｏｄｉｎｇ　Ｓｃｈｅｍｅ）を適用
するために、該ダウンリンク制御メッセージはいくつかのサブブロック（ｓｕｂｂｌｏｃ
ｋ）に分離（ｓｅｇｍｅｎｔ）されることもできる。このダウンリンク制御メッセージを
、便宜上、ダウンリンク制御メッセージＩＥ（Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｅｌｅｍｅｎｔ
）と称し、分離されたサブブロック（ｓｕｂｂｌｏｃｋ）を拡張ＩＥ（ｅｘｔｅｎｄｅｄ
　ＩＥ）と称し、ＭＣＳが適用された後に実際に伝送される制御信号を割当（ａｌｌｏｃ
ａｔｅｄ）ＩＥと称するものとする。また、割当ＩＥの基本大きさ単位はＭＬＲＵ（Ｍｉ
ｎｉｍｕｍ　Ａ－ＭＡＰ　Ｌｏｇｉｃａｌ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｕｎｉｔ）と称するもの
とする。制御メッセージは特定目的によってグループ化して伝送され、そのグループ化に
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関する情報が伝送される。例えば、ダウンリンク／アップリンク基本割当ＩＥ（ＤＬ／Ｕ
Ｌ　ｂａｓｉｃ　ａｓｓｉｇｎｍｅｎｔ　ＩＥ）、アップリンク基本割当ＩＥ（ＵＬ　ｂ
ａｓｉｃ　ａｓｓｉｇｎｍｅｎｔ　ＩＥ）、ダウンリンク／アップリンクグループリソー
ス割当ＩＥ（ＤＬ／ＵＬ　ｇｒｏｕｐ　ｒｅｓｏｕｒｃｅ　ａｌｌｏｃａｔｉｏｎ　ＩＥ
）、ダウンリンク／アップリンク持続的ＩＥ（ＤＬ／ＵＬ　ｐｅｒｓｉｓｔｅｎｔ　ＩＥ
）などがダウンリンク制御メッセージＩＥになりうる。
【００８８】
　下記のケースをグループ化方法の例として考慮することができる。
【００８９】
　第一のケースは、制御メッセージがアップリンクＡＣＫ／ＮＡＣＫチャネルインデック
スが暗示的に使用されうる制御メッセージと、そうでない除外メッセージとに区別される
ようにグループ化を行う。例えば、制御メッセージは、ダウンリンク基本割当ＩＥで構成
されるグループ１と、他のタイプのＩＥで構成されるグループ２とにグループ化できる。
【００９０】
　第二のケースは、制御メッセージがアップリンクＡＣＫ／ＮＡＣＫチャネルインデック
スを暗示的に使用できるユーザーの制御メッセージと、そうでない制御メッセージとに区
別されるようにグループ化を行う。例えば、制御メッセージは、ダウンリンク／アップリ
ンク基本割当ＩＥで構成されるグループ１と、他のタイプのＩＥで構成されるグループ２
とにグループ化できる。この場合、一人のユーザーの制御メッセージＩＥは連続して伝送
されることができる。
【００９１】
　上記の第一のケースと第二のケースで、ＡＣＫ／ＮＡＣＫチャネルインデックスを“暗
示的”に使用する方法の例は、制御メッセージの順序をＡＣＫ／ＮＡＣＫチャネルインデ
ックスとして使用する方法を含む。すなわち、このようなグループ化方法が利用される場
合、ＡＣＫ／ＮＡＣＫチャネルインデックスのための付加的なシグナリングを行わずに済
む。
【００９２】
　第三のケースは、制御メッセージを制御メッセージＩＥの大きさによってグループ化す
る。例えば、制御メッセージは、大きさが５６ビットである制御メッセージで構成される
グループ１と、大きさ９０ビットの制御メッセージで構成されるグループ２とにグループ
化できる。
【００９３】
　第四のケースは、拡張ＩＥと非拡張（ｎｏｎ－ｅｘｔｅｎｄｅｄ）ＩＥによってグルー
プ化を行う。すなわち、制御メッセージは、拡張ＩＥで構成されるグループ１と、他のタ
イプのＩＥ（例えば、基本ＩＥ）で構成されるグループ２とにグループ化できる。ここで
、拡張ＩＥとは、上述した通り、本来の制御メッセージの情報量がシステムで許容する基
本的な制御メッセージの長さを超える場合、本来の制御メッセージを複数個に分離して生
成されたサブブロックのことをいう。この場合、複数個のサブブロックは連続して伝送さ
れることができる。
【００９４】
　第五のケースは、ＭＣＳレベルによってグループ化を行う。例えば、制御メッセージは
、ＭＣＳレベルがＱＰＳＫ（Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ｐｈａｓｅ　Ｓｈｉｆｔ　Ｋｅｙｉ
ｎｇ）１／２である制御メッセージで構成されるグループ１と、ＭＣＳレベルがＱＰＳＫ
１／８である制御メッセージで構成されるグループ２とにグループ化できる。
【００９５】
　第六のケースは、割当ＩＥの大きさによってグループ化を行う。例えば、制御メッセー
ジは、２ＭＬＲＵで構成されるグループ１と４ＭＬＲＵで構成されるグループ２とにグル
ープ化できる。ここで、割当ＩＥとは、上述した通り、制御メッセージにＭＣＳが適用さ
れた後に、実際にリソース領域に割り当てられたＩＥのことを意味する。
【００９６】
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　第七のケースは、上記のケース１乃至ケース６によるグループ化方法を互いに結合して
使用する。例えば、制御メッセージが第三のケースによってグループ化された後、第五の
ケースが、第三のケースによって生成されたグループに適用されることができる。例えば
、制御メッセージは、大きさが５６ビットであり、ＭＣＳレベルがＱＰＳＫ１／２である
制御メッセージで構成されるグループ１と、大きさが５６ビットであり、ＭＣＳレベルが
ＱＰＳＫ１／８である制御メッセージで構成されるグループ２と、大きさが９０ビットで
あり、ＭＣＳレベルがＱＰＳＫ１／２である制御メッセージで構成されるグループ３と、
大きさが９０ビットであり、ＭＣＳレベルがＱＰＳＫ１／２である制御メッセージで構成
されるグループ４と、にグループ化できる。
【００９７】
　上に記述されたグループの数は場合によって変わることができ、その目的も、上記の方
法における以外にも様々なものが存在できる。
【００９８】
　実施例６ 
　グループ化方法は、大きさの他にも、ＭＣＳ（Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｃｏｄ
ｉｎｇ　Ｓｃｈｅｍｅ）レベルによって行われることができる。すなわち、制御メッセー
ジのＭＣＳレベルによってグループ化を行い、各グループ別制御メッセージの個数を端末
に知らせることで、ブラインドディテクションが行なわれることができる。
【００９９】
　例えば、制御メッセージがＱＰＳＫ（Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ｐｈａｓｅ　Ｓｈｉｆｔ
　Ｋｅｙｉｎｇ）１／１６（ＭＣＳ４）、ＱＰＳＫ１／８（ＭＣＳ３）、ＱＰＳＫ１／４
（ＭＣＳ２）及びＱＰＳＫ１／２（ＭＣＳ１）に変復調コーディングされうる場合、前述
した方法により、各ＭＣＳレベル別にいくつの制御メッセージが存在するかを示す構成情
報を用いたインデックスが生成されて伝送される。
【０１００】
　一方、基地局が制御メッセージの大きさによる構成情報を伝送する場合、該基地局は、
大きさによって区分された各グループにおいてＭＣＳレベル別に並べ替えて（ＭＣＳ１か
らＭＣＳ４の順に並べ替えたり、または、ＭＣＳ４からＭＣＳ１の順に並べ替えて）伝送
することによって、ブラインドディテクションをより簡易にさせることができる。一方、
ＭＣＳレベル別にグループを構成した場合は、グループ内において大きさ別に並べ替えら
れて（降順あるいは昇順に並べ替えられて）伝送されることによって、ブラインドディテ
クションをより簡易にさせることができる。
【０１０１】
　一方、グループ別伝送において、実際グループ別制御メッセージの個数が直接シグナリ
ング（ｓｉｇｎａｌｉｎｇ）されても良い。
【０１０２】
　以上で記述された制御メッセージの一例として、ＩＥＥＥ　８０２．１６ｍシステムの
Ａ－ＭＡＰ（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｐ）　ＩＥ（Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｅｌｅｍｅ
ｎｔ）が考慮できる。もし、Ａ－ＭＡＰ　ＩＥに変復調コーディングが適用された後に実
際にＡ－ＭＡＰチャネルに割り当てられるＡ－ＭＡＰリソースユニット（Ａ－ＭＡＰ　ｒ
ｅｓｏｕｒｃｅ　ａｌｌｏｃａｔｉｏｎ　ｕｎｉｔ：以下、‘Ａ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニ
ット’という。）の大きさ別にグループが構成されると、各グループ内に存在するＡ－Ｍ
ＡＰ　ＩＥ割当ユニットの大きさは同一に設定されることができる。図５は、本発明の一
実施例による制御メッセージ並べ替えパターンを示す図である。図５に示すように、変復
調コーディングが適用された後にＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットが大きさ別に並べ替えら
れ、同一の大きさのＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットが一グループを構成することができる
。
【０１０３】
　また、Ａ－ＭＡＰ　ＩＥに変復調コーディングが適用された後に実際にＡ－ＭＡＰチャ
ネルに割り当てられるＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットが大きさ別に並べ替えられ、同一の
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大きさを持つＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニット内でそれらＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットが
ＭＣＳレベル別に並べ替えられることも可能である。
【０１０４】
　図６は、本発明の一実施例による制御メッセージ並べ替えパターンを示す図である。図
６に示すように、同一のＭＣＳレベル及び同一の大きさを持つＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニ
ットをグループ化することができる。Ａ－ＭＡＰ　ＩＥが、１ＭＬＲＵ（Ｍｉｎｉｍｕｍ
　Ａ－ＭＡＰ　Ｌｏｇｉｃａｌ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｕｎｉｔ）と２ＭＬＲＵの大きさで
存在し、これらＡ－ＭＡＰ　ＩＥにＱＰＳＫ１／２及びＱＰＳＫ１／４（ＭＣＳの種類は
別々に適用されることができる）の変復調コーディングが行われるとすれば、実際Ａ－Ｍ
ＡＰチャネルに割り当てられるＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットの大きさは、１ＭＬＲＵ、
２ＭＬＲＵ、４ＭＬＲＵとなる。ＭＬＲＵは、Ａ－ＭＡＰ　ＩＥの大きさ単位である。こ
こで、１ＭＬＲＵ大きさのＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットは、１ＭＬＲＵのＡ－ＭＡＰ　
ＩＥがＱＰＳＫ１／２で変復調コーディングされて得られ、２ＭＬＲＵ大きさのＡ－ＭＡ
Ｐ　ＩＥ割当ユニットは、２ＭＬＲＵのＡ－ＭＡＰ　ＩＥがＱＰＳＫ１／２で変復調コー
ディングされたり、１ＭＬＲＵのＡ－ＭＡＰ　ＩＥがＱＰＳＫ１／４で変復調コーディン
グされて得られ、４ＭＬＲＵ大きさのＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットは、２ＭＬＲＵのＡ
－ＭＡＰ　ＩＥがＱＰＳＫ１／４で変復調コーディングされて得られることができる。し
たがって、総４個のグループが存在し、ブラインドディテクションを簡易にさせるために
、各グループ別大きさ（または、Ａ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットの個数）または特定パタ
ーンと定義されたインデックス情報が伝送されることができる。これらの情報は、ユーザ
ー不特定（Ｎｏｎ－ｕｓｅｒ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ａ－ＭＡＰ）Ａ－ＭＡＰを通じて伝送
されることができる。
【０１０５】
　一方、Ａ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットがＭＣＳレベルによってグループ化されると、グ
ループ内に存在する各Ａ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットの大きさは異なることがあるが、グ
ループ内に存在するＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットのＭＣＳレベルは同一に設定されるこ
とができる。図７は、本発明の一実施例による制御メッセージ並べ替えパターンを示す図
である。図７では、Ａ－ＭＡＰ　ＩＥに変復調コーディングが適用された後のＡ－ＭＡＰ
　ＩＥ割当ユニットがＭＣＳレベル別にグループ化される。
【０１０６】
　また、Ａ－ＭＡＰ　ＩＥに変復調コーディングが適用された後に、実際にＡ－ＭＡＰチ
ャネルに割り当てられるＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットはＭＣＳレベル別に並べ替えられ
、同一のＭＣＳレベルを持つＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットは大きさ別に再び並べ替えら
れることができる。図８は、本発明の一実施例による制御メッセージ並べ替えパターンを
示す図である。図８に示すように、同一のＭＣＳレベル及び同一の大きさを持つＡ－ＭＡ
Ｐ　ＩＥ割当ユニットがグループ化されることができる。Ａ－ＭＡＰ　ＩＥが１ＭＬＲＵ
と２ＭＬＲＵの大きさで存在し、これらのＡ－ＭＡＰ　ＩＥにＱＰＳＫ１／２とＱＰＳＫ
１／４（ＭＣＳの種類は別々に適用されることができる。）で変復調コーディングが行わ
れるとすれば、実際にＡ－ＭＡＰチャネルに割り当てられるＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニッ
トの大きさは、１ＭＬＲＵ、２ＭＬＲＵ、４ＭＬＲＵになる。この時、１ＭＬＲＵ大きさ
のＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットは、１ＭＬＲＵのＡ－ＭＡＰ　ＩＥがＱＰＳＫ１／２で
変復調コーディングされて得られ、２ＭＬＲＵ大きさのＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットは
、２ＭＬＲＵのＡ－ＭＡＰ　ＩＥがＱＰＳＫ１／２で変復調コーディングされたり、１Ｍ
ＬＲＵのＡ－ＭＡＰ　ＩＥがＱＰＳＫ１／４で変復調コーディングされて得られ、４ＭＬ
ＲＵ大きさのＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットは、２ＭＬＲＵのＡ－ＭＡＰ　ＩＥがＱＰＳ
Ｋ１／４で変復調コーディングされて得られる。したがって、総４個のグループが存在し
、ブラインドディテクションを簡易にさせるために、各グループ別大きさ（または、Ａ－
ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットの個数）または特定パターンと定義されたインデックス情報が
伝送される。このような情報は、ユーザー不特定（Ｎｏｎ－ｕｓｅｒ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ
　Ａ－ＭＡＰ）Ａ－ＭＡＰを通じて伝送されることができる。
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【０１０７】
　また、このような情報を端末に知らせる方法としては、セル（ｃｅｌｌ）内にある全て
の端末にブロードキャスト（ｂｒｏａｄｃａｓｔ）する方法が考慮できる。
【０１０８】
　ＩＥＥＥ　８０２．１６ｍシステムを想定した時、ユーザー不特定Ａ－ＭＡＰ（Ｎｏｎ
－ｕｓｅｒ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ａ－ＭＡＰ）あるいはＳＦＨ（Ｓｕｐｅｒ　ｆｒａｍｅ
　Ｈｅａｄｅｒ）を用いて当該情報を伝送することができる。
【０１０９】
　この時、部分周波数再使用（Ｆｒａｃｔｉｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｒｅｕｓｅ
；ＦＦＲ）のような多重周波数パーティション（ｍｕｌｔｉｐｌｅ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ
　ｐａｒｔｉｔｉｏｎ）が適用され、各パーティション別にユーザー不特定Ａ－ＭＡＰが
存在する場合、任意のパーティションにおけるＡ－ＭＡＰ構成情報が、他のパーティショ
ンに割り当てられたユーザー不特定Ａ－ＭＡＰで指示される場合、及びユーザー不特定Ａ
－ＭＡＰが再使用（ｒｅｕｓｅ）領域別に１個ずつ存在する場合などを考慮できる。各パ
ーティション別にユーザー不特定Ａ－ＭＡＰが存在する時、本発明で提案した該当のパー
ティションのＡ－ＭＡＰ構成情報は該当のパーティションで伝送される。
【０１１０】
　ユーザー不特定Ａ－ＭＡＰがいかなるパーティションにも存在しない場合、任意のパー
ティションにおけるＡ－ＭＡＰ構成情報が、他のパーティションに割り当てられたユーザ
ー不特定Ａ－ＭＡＰで指示されることもある。例えば、再使用１（ｒｅｕｓｅ　１）パー
ティションと再使用３（ｒｅｕｓｅ　３）パーティションが同時に適用される場合、パワ
ーブースティング（ｐｏｗｅｒ　ｂｏｏｓｔｉｎｇ）される特定再使用－Ｎ（ｒｅｕｓｅ
－Ｎ）パーティションあるいは再使用１パーティションでのみユーザー不特定Ａ－ＭＡＰ
が伝送されることが考慮できる。この時、各パーティション別Ａ－ＭＡＰ構成情報（各グ
ループ別大きさ、Ａ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニット数、または上述したインデックス生成方
法を用いたインデックス情報）をユーザー不特定Ａ－ＭＡＰで伝送する方法を適用するこ
とができる。また、パワーブースティングされる特定再使用－Ｎパーティションと再使用
１パーティションの両方もユーザー不特定Ａ－ＭＡＰを伝送する場合、該当のパーティシ
ョンに該当するＡ－ＭＡＰ情報は、該当のパーティションのユーザー不特定Ａ－ＭＡＰで
指示されることができる。
【０１１１】
　グループは、各パーティション別Ａ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットの総大きさにより定義
されることができる。すなわち、多重パーティションが適用されて総４個のパーティショ
ンが構成されているとすれば、４個のグループが存在し、端末はパーティションによる各
グループの大きさ（または、Ａ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットの数）または上述のインデッ
クス生成方法を用いたインデックス情報がユーザー不特定Ａ－ＭＡＰあるいはＳＦＨを通
じて通知されることができる。
【０１１２】
　各パーティション別にユーザー不特定Ａ－ＭＡＰが存在する時、本発明で提案した該当
のパーティションのＡ－ＭＡＰ構成情報は該当のパーティションで伝送される。
【０１１３】
　以下では、システムで部分周波数再使用（ＦＦＲ）のような多重周波数パーティション
（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｐａｒｔｉｔｉｏｎ；ＦＰ）が適用される場合、ユーザー不特定
Ａ－ＭＡＰの構成と該構成情報の伝送方法について説明する。
【０１１４】
　ＦＦＲにより考慮可能なＦＰの個数は運営方法によって決定されることができる。例え
ば、ＦＦＲ方式がＦＦＲ　１／３（すなわち、ＦＦＲと関連した周波数再使用率が１／３
であることを意味）が適用される場合、ＦＰは３個となり、ＦＦＲ　１／３とＦＦＲ　１
が適用される場合、ＦＰは４個となる。
【０１１５】
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　また、ＦＰの特性（例えば、パワーブースティング）を考慮してＦＰ別に特定ＭＣＳレ
ベルを限定して使用することができる。例えば、パワーブースティングされたＦＰに対し
てはＱＰＳＫ１／２を適用し、ＦＦＲ　１パーティションに対してはＱＰＳＫ１／２及び
／またはＱＰＳＫ１／８を適用し、パワーダウンされたＦＰに対してはＱＰＳＫ１／８を
適用することができる。
【０１１６】
　一方、制御メッセージは全てのＦＰに存在することもでき、あらかじめ定められた特定
ＦＰにのみ存在することもできる。制御メッセージがあらかじめ定められた特定ＦＰにの
み存在すると、例えば、制御メッセージＦＦＲ１／３の場合は、パワーブースティングさ
れたＦＰにのみ存在することができ、ＦＦＲ１／３とＦＦＲ１の場合は、パワーブーステ
ィングされたＦＰ及び／またはＦＦＲ　１のＦＰにのみ存在できる。
【０１１７】
　また、制御メッセージがグループ化して伝送される場合、該制御メッセージが存在する
ＦＰに、本発明で提案したグループ化方法を適用することができる。
【０１１８】
　以下、ＦＦＲを適用したシステムにおいて、制御メッセージがグループ化して伝送され
る例を説明する。
【０１１９】
　第１の例で、Ａ（Ａｓｓｉｇｎｍｅｎｔ）－Ａ－ＭＡＰ　ＩＥの大きさにはＡタイプと
Ｂタイプの２種類が存在し、ＦＰの個数は１（ＦＦＲ　１が適用される）であり、適用可
能なＭＣＳがＱＰＳＫ１／２及びＱＰＳＫ１／８であるとする。ＡタイプにＱＰＳＫ１／
２及びＱＰＳＫ１／８がそれぞれ適用されて、それぞれ１ＭＬＲＵ割当ユニットと４ＭＬ
ＲＵ割当ユニットが生成され、ＢタイプにＱＰＳＫ１／２及びＱＰＳＫ１／８がそれぞれ
適用されて、それぞれ２ＭＬＲＵ割当ユニットと８ＭＬＲＵ割当ユニットが生成される。
したがって、ＭＣＳが適用されると、１ＭＬＲＵ、２ＭＬＲＵ、４ＭＬＲＵ、８ＭＬＲＵ
のＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットが存在する。生成された１ＭＬＲＵは、グループ１に設
定され、２ＭＬＲＵはグループ２に設定され、４ＭＬＲＵはグループ３に設定され、８Ｍ
ＬＲＵはグループ４に設定されることができる。この時、最大伝送可能なＡ－Ａ－ＭＡＰ
　ＩＥの個数はＡ－Ａ－ＭＡＰのために割り当てられたリソース領域の大きさによって決
定されることができる。図９は、本発明の一実施例による、ＦＦＲが適用される場合の制
御メッセージ並べ替えパターンを示す図である。図９に示すように、生成されたＭＬＲＵ
は、同一のＭＣＳレベル及び同一のＩＥ大きさを持つリソースを論理的に連続した（ｌｏ
ｇｉｃａｌｌｙ　ｃｏｎｓｅｃｕｔｉｖｅ）ＭＬＲＵからなるグループにマッピングする
ことができる。
【０１２０】
　第２の例で、Ａ－Ａ－ＭＡＰ（Ａｓｓｉｇｎｍｅｎｔ）ＩＥの大きさには、Ａタイプと
Ｂタイプの２種類が存在し、ＦＰの個数は３（ＦＦＲ　１／３が適用される）と仮定する
。また、Ａ－Ａ－ＭＡＰは、パワーブースティングされたパーティションにのみ存在し、
使用されるＭＣＳはＱＰＳＫ１／２に限定される。ＡタイプとＢタイプにそれぞれＱＰＳ
Ｋ１／２が適用されて１ＭＬＲＵ割当ユニットと２ＭＬＲＵ割当ユニットが生成されるの
で、ＭＣＳを適用すると、１ＭＬＲＵと２ＭＬＲＵのＡ－Ａ－ＭＡＰ割当ユニットが存在
するようになる。該生成された１ＭＬＲＵ割当ユニットはグループ１に、２ＭＬＲＵ割当
ユニットはグループ２に設定することができる。図１０は、本発明の一実施例による、Ｆ
ＦＲが適用される場合における制御メッセージ並べ替えパターンを示す図である。図１０
に示すように、同一のＭＣＳレベル及び同一のＩＥ大きさを有するリソースは、論理的に
連続した（ｌｏｇｉｃａｌｌｙ　ｃｏｎｓｅｃｕｔｉｖｅ）ＭＬＲＵからなるグループに
マッピングされることができる。
【０１２１】
　第３の例で、Ａ（Ａｓｓｉｇｎｍｅｎｔ）－Ａ－ＭＡＰ　ＩＥの大きさにはＡタイプと
Ｂタイプの２種類が存在し、ＦＰの個数は４（ＦＦＲ　１／３とＦＦＲ　１が適用される
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）であるとする。また、該当のＦＰの特性（例えば、パワーブースティング）を考慮して
ＦＰ別に特定ＭＣＳレベルを限定して使用する。例えば、利用可能なＭＣＳとして、ＦＦ
Ｒ　１／３パワーブースティングパーティションにＱＰＳＫ　１／２が適用され、ＦＦＲ
　１パーティションにＱＰＳＫ　１／８が適用される。ＦＦＲ　１／３パワーブースティ
ングパーティション内のＡタイプとＢタイプにそれぞれＱＰＳＫ　１／２が適用されてそ
れぞれ１ＭＬＲＵ割当ユニットと２ＭＬＲＵ割当ユニットが生成され、ＦＦＲ　１領域で
は、ＡタイプとＢタイプにＱＰＳＫ１／８が適用されてそれぞれ４ＭＬＲＵ割当ユニット
と８ＭＬＲＵ割当ユニットが生成される。したがって、この場合に、ＭＣＳが適用される
と、１ＭＬＲＵ、２ＭＬＲＵ、４ＭＬＲＵ、８ＭＬＲＵ（Ｍｉｎｉｍｕｍ　Ａ－ＭＡＰ　
Ｌｏｇｉｃａｌ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｕｎｉｔ）のＡ－ＭＡＰ　ＩＥが存在する。該生成
された１ＭＬＲＵはグループ１に、２ＭＬＲＵはグループ２に、４ＭＬＲＵはグループ３
に、８ＭＬＲＵはグループ４に設定されることができる。図１１は、本発明の一実施例に
よる、ＦＦＲが適用された場合における制御メッセージ並べ替えパターンを示す図である
。図１１に示すように、生成されたＭＬＲＵは、同一のＭＣＳレベル及び同一のＩＥ大き
さを有するリソースを、論理的に連続したＭＬＲＵからなるグループにマッピングするこ
とができる。
【０１２２】
　第４の例で、Ａ（Ａｓｓｉｇｎｍｅｎｔ）－Ａ－ＭＡＰ　ＩＥの大きさとしてはＡタイ
プとＢタイプの２種類が存在し、ＦＰの個数は４（ＦＦＲ　１／３とＦＦＲ　１が適用さ
れる）であるとする。また、該当のＦＰの特性（例えば、パワーブースティング）を考慮
してＦＰ別に特定ＭＣＳレベルに限定して使用する。例えば、利用可能なＭＣＳとして、
ＦＦＲ　１／３パワーブースティングパーティションにＱＰＳＫ　１／２が適用され、Ｆ
ＦＲ　１パーティションにＱＰＳＫ　１／２及びＱＰＳＫ　１／８が適用される。ＦＦＲ
　１／３パワーブースティングパーティションでは、ＡタイプとＢタイプにそれぞれＱＰ
ＳＫ　１／２が適用されてそれぞれ１ＭＬＲＵ割当ユニットと２ＭＬＲＵ割当ユニットが
生成される。ＦＦＲ　１パーティションでは、ＡタイプとＢタイプにＱＰＳＫ１／２が適
用されてそれぞれ１ＭＬＲＵ割当ユニットと２ＭＬＲＵ割当ユニットが生成され、Ａタイ
プとＢタイプにＱＰＳＫ１／８が適用されてそれぞれ４ＭＬＲＵ割当ユニットと８ＭＬＲ
Ｕ割当ユニットが生成される。
【０１２３】
　この場合に、ＭＣＳが適用されると、１ＭＬＲＵ、２ＭＬＲＵ、４ＭＬＲＵ、８ＭＬＲ
ＵのＡ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットが存在する。ＦＦＲ　１／３パワーブースティングパ
ーティションの１ＭＬＲＵ割当ユニットはグループ１に、２ＭＬＲＵはグループ２に設定
され、ＦＦＲ　１パーティションの１ＭＬＲＵ割当ユニットはグループ３に、２ＭＬＲＵ
はグループ４に、４ＭＬＲＵはグループ５に、８ＭＬＲＵはグループ６に設定されること
ができる。図１２は、本発明の一実施例による、ＦＦＲが適用される場合における制御メ
ッセージ並べ替えパターンを示す図である。図１２に示すように、生成されたＭＬＲＵは
、同一のＭＣＳレベル及び同一のＩＥ大きさを有するリソースを、論理的に連続したＭＬ
ＲＵからなるグループにマッピングすることができる。この時、同一のＭＣＳレベル及び
同一のＩＥ大きさを有するリソースであっても、異なるＦＰに存在すると異なるグループ
にマッピングすることができる。
【０１２４】
　第５の例で、Ａ（Ａｓｓｉｇｎｍｅｎｔ）－Ａ－ＭＡＰ　ＩＥの大きさとしてはＡタイ
プとＢタイプの２種類が存在し、ＦＰの個数は４（ＦＦＲ　１／３とＦＦＲ　１が適用さ
れる）であるとする。全てのＦＰに同一のＭＣＳレベルが限定して使用され、リンク性能
を維持するために必要に応じてパワーレベルを調整することができる。例えば、利用可能
なＭＣＳとして、ＱＰＳＫ１／２を使用することができる。ＦＦＲ　１／３パワーブース
ティングパーティションではＡタイプとＢタイプにそれぞれＱＰＳＫ　１／２が適用され
てそれぞれ１ＭＬＲＵ割当ユニットと２ＭＬＲＵ割当ユニットが生成され、ＦＦＲ　１パ
ーティションではＡタイプとＢタイプにＱＰＳＫ　１／２が適用されてそれぞれ１ＭＬＲ



(27) JP 2012-507184 A 2012.3.22

10

20

30

40

50

Ｕ割当ユニットと２ＭＬＲＵ割当ユニットが生成される。
【０１２５】
　この時、Ａ－Ａ－ＭＡＰが同一まＭＣＳレベル及び同一のＩＥサイズからなっても、異
なるＦＰに存在すると異なるグループにグループ化することができる。したがって、ＦＦ
Ｒ　１／３パワーブースティングパーティションの１ＭＬＲＵ割当ユニットはグループ１
に、２ＭＬＲＵはグループ２に設定され、ＦＦＲ　１パーティションの１ＭＬＲＵ割当ユ
ニットはグループ３に、２ＭＬＲＵはグループ４に設定されることができる。図１３は、
本発明の一実施例による、ＦＦＲが適用された場合における制御メッセージ並べ替えパタ
ーンを示す図である。図１３に示すように、生成されたＭＬＲＵは同一のＭＣＳレベル及
び同一のＩＥ大きさを有するリソースを、論理的に連続したＭＬＲＵからなるグループに
マッピングすることができる。この時、同一のＭＣＳレベル及び同一のＩＥ大きさを有す
るリソースであっても、異なるＦＰに存在すると異なるグループにマッピングすることが
できる。
【０１２６】
　すなわち、上述したように、ＦＦＲによってＦＰが多数個存在する場合、上述のグルー
プ化方法のうちの一つが、制御メッセージが存在するＦＰ内で適用されることができる。
また、上述のグループ化方法の組み合わせが使用されることもできる。
【０１２７】
　以下では、多数の端末に放送（ｂｒｏａｄｃａｓｔ）する制御チャネルを通じてＡ－Ａ
－ＭＡＰ　ＩＥが伝送される方法について説明する。様々なＦＰがシステムで許容される
場合、それらＦＰを效率的にシグナリングする方法が必要である。例えば、各グループ別
Ａ－Ａ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットの個数または各グループの大きさをシグナリングする
ことができる。または、各グループ別全ての可能なＡ－Ａ－ＭＡＰ　ＩＥ割当ユニットの
個数がテーブルとして生成され、該当の伝送方法に合うインデックスがシグナリングされ
ることもできる。この時、最大ＭＬＲＵの個数（例えば、最大ＭＬＲＵの個数が１６、１
７、１８、１９、２０、２１、２３、３３、３４、３５、３６、３７、３８、３９、４０
、４１、４２）別にそれぞれテーブルが生成され、該当の伝送方法に合うテーブルからイ
ンデックスが選択されて伝送されることができる。
【０１２８】
　以下では、テーブルを生成してインデックスをシグナリングする方法について説明する
。
【０１２９】
　第１のケースで、ＦＰ構成に関係しない共通の超集合（ｓｕｐｅｒｓｅｔ）テーブルを
生成し、該テーブルのインデックスを使用することができる。例えば、１個、３個または
４個のＦＰの全てに適用可能なテーブルを生成することができる。このために、ＦＰの個
数が１、３または４の場合、生成可能な全てのグループを包括する超集合テーブルを生成
することができる。この場合、伝送方法によって超集合が決定される。例えば、上述した
第１の例、第２の例及び第３の例を全部包括可能にするために、総４個のグループに適用
可能な超集合テーブルを生成する。また、第１の例、第２の例及び第５の例を全部包括可
能にするために、総４個のグループに適用可能な超集合テーブルを生成する。第１の例、
第２の例及び第４の例を全て包括可能にするために、総６個のグループに適用可能な超集
合テーブルを生成する。
【０１３０】
　第２のケースで、超集合テーブルを生成し、特定ＦＰに関連したインデックスを超集合
テーブルの部分集合（ｓｕｂｓｅｔ）としてシグナリングすることができる。例えば、上
記の第１の例、第２の例及び第３の例を全部包括可能にするために、総４個のグループに
適用可能な超集合テーブルが存在する場合、該超集合テーブルを第１の例及び第３の例の
ために使用され、第２の例では超集合テーブルからインデックスが抽出されてシグナリン
グされることができる。
【０１３１】
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　第３のケースで、ＦＰ構成によって個別にテーブルを生成して使用することができる。
すなわち、ＦＰによって異なるテーブルを適用することができる。例えば、１個、３個ま
たは４個のＦＰが支援されるシステムの場合、ＦＰの個数別に適合した最適のテーブルが
生成され、該当のテーブルのインデックスがシグナリングされる。この時、テーブルの生
成原理は、上述した方法と同一である。上記第１の例のような場合に、４個グループのそ
れぞれのユニットの個数またはグループ大きさを用いて生成されたテーブルのインデック
スをシグナリングすることができる。また、上記第２の例のような場合、２個グループの
それぞれのユニットの個数またはグループ大きさを用いて生成されたテーブルのインデッ
クスをシグナリングすることができる。また、上記の第３の例乃至第５の例のような場合
には、グループの個数またはグループの大きさを用いて生成されたテーブルのインデック
スをシグナリングすることができる。
【０１３２】
　ＦＰの個数または使用されるべきテーブルの種類は、放送チャネル（Ｂｒｏａｄｃａｓ
ｔ　Ｃｈａｎｎｅｌ；ＢＣＨ）を通じて各端末に放送することもでき、インデックスを使
用する前にＡ－ＭＡＰ内のユーザー不特定制御メッセージを用いてシグナリングすること
もできる。
【０１３３】
　第４のケースで、ＦＰに存在するグループのうち、同一の特性（例えば、同一のＭＣＳ
及び／またはＩＥ大きさ）を持つグループを統合してテーブルを生成することができる。
例えば、上記の第４の例または第５の例で、グループ３はグループ１と、グループ４はグ
ループ２と、その特性が同一である。この場合、グループ１及びグループ３をグループＡ
として統合し、グループ２及びグループ４をグループＢとして統合することによってテー
ブルを生成することができる。この場合、制御メッセージをデコーディングするためのブ
ラインドディテクションの複雑度が増加することがある。一方、以上説明した制御メッセ
ージをグループ化する基準に加えて、制御メッセージを、制御メッセージの用途、例えば
、アップリンク割当、ダウンリンク割当またはダウンリンク持続的（ｐｅｒｓｉｓｔｅｎ
ｔ）割当によってグループ化することができる。
【０１３４】
　以上の説明においてグループ化の基準は主に制御メッセージの大きさまたはＭＣＳレベ
ルを取り上げたが、グループを構成する基準は上記の例に制限されない。様々な基準によ
ってグループ化でき、以上説明した内容は、これら様々な基準に適用可能である。様々な
ＦＰを支援するテーブル生成方法及びシグナリング方法は、様々な帯域及び制御シグナリ
ング周期を支援するテーブル生成方法と結合して使用することができる。各グループ別可
能な全ての組み合わせを考慮して生成する方法の他に、シグナリングオーバーヘッドを減
らすための方法をテーブル生成方法として適用することができる。
【０１３５】
　以上説明した方法を用いて、端末は制御メッセージを受信する前にあらかじめ制御メッ
セージの並べ替えパターンに関する情報を受信した上で、制御メッセージを受信すること
ができる。端末は、当該情報に含まれた制御メッセージ並べ替えパターンを用いて、受信
した制御メッセージの中から自身のメッセージを検出することができる。
【０１３６】
　したがって、制御メッセージを伝送する前に制御メッセージ並べ替えパターンに関する
情報を端末に通知することによって、オーバーヘッドを最小化しながらブラインドディテ
クションを簡易にさせることが可能である。その結果、制御メッセージを確認するための
複雑性及び時間を軽減することができる。
【０１３７】
　図１４は、基地局と端末に適用可能であり、以上説明した方法を実行できる装置の構成
を示すブロック図である。図１４に示すように、装置６０は、処理ユニット６１、メモリ
ーユニット６２、ＲＦ（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）ユニット６３、ディスプレイ
ユニット６４及びユーザーインターフェースユニット６５を含む。物理インターフェース
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プロトコルの層は処理ユニット６１で行われる。処理ユニット６１は、制御プレーン（ｐ
ｌａｎｅ）とユーザープレーン（ｐｌａｎｅ）を提供する。各層の機能は処理ユニット６
１で行うことができる。メモリーユニット６２は、処理ユニット６１と電気的に連結され
ており、オペレーティングシステム（ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　ｓｙｓｔｅｍ）、応用プログ
ラム（ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ）及び一般ファイルを格納している。もし、装置６０が端
末であれば、ディスプレイユニット６４は様々な情報を表示でき、公知のＬＣＤ（Ｌｉｑ
ｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ）、ＯＬＥＤ（Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｌｉｇｈｔ　
Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｉｏｄｅ）等を用いて具現することができる。ユーザーインターフ
ェースユニット６５は、キーパッド、タッチスクリーンなどのような公知のユーザーイン
ターフェースと結合して構成することができる。ＲＦユニット６３は、処理ユニット６１
と電気的に連結されており、無線信号を伝送したり受信する。
【０１３８】
　本明細書において、本発明の実施例は、基地局と端末間のデータ送受信関係を中心に説
明された。ここで、基地局は、端末と直接的に通信を行うネットワークの終端ノード（ｔ
ｅｒｍｉｎａｌ　ｎｏｄｅ）の意味を有する。本文書で、基地局により行われると説明さ
れた特定動作は、場合によっては、基地局の上位ノード（ｕｐｐｅｒ　ｎｏｄｅ）により
行われることもできる。
【０１３９】
　すなわち、基地局を含む多数のネットワークノード（ｎｅｔｗｏｒｋ　ｎｏｄｅｓ）か
らなるネットワークにおいて端末との通信のために行われる種々の動作は、基地局または
基地局以外の別のネットワークノードにより行われることができる。ここで、‘基地局’
は、固定局（ｆｉｘｅｄ　ｓｔａｔｉｏｎ）、Ｎｏｄｅ　Ｂ、ｅＮｏｄｅ　Ｂ（ｅＮＢ）
、アクセスポイントなどの用語に代替可能である。また、本発明で端末は移動端末（ＭＳ
：Ｍｏｂｉｌｅ　Ｓｔａｔｉｏｎ）’ら該当し、移動端末は、ユーザー機器（ＵＥ：Ｕｓ
ｅｒ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ）、ＳＳ（Ｓｕｓｃｒｉｂｅｒ　Ｓｔａｔｉｏｎ）、ＭＳＳ（
Ｍｏｂｉｌｅ　Ｓｕｂｓｃｒｉｂｅｒ　Ｓｔａｔｉｏｎ）または端末（Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔ
ｅｒｍｉｎａｌ）などの用語に代替可能である。
【０１４０】
　また、送信端は、データまたは音声サービスを伝送するノードを意味し、受信端は、デ
ータまたは音声サービスを受信するノードを意味する。したがって、アップリンクでは、
端末が送信端となり、基地局が受信端となりうる。同様に、ダウンリンクでは、端末が受
信端となり、基地局が送信端となりうる。
【０１４１】
　一方、本発明の移動局には、ＰＤＡ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ａｓｓｉｓ
ｔａｎｔ）、セルラーフォン、ＰＣＳ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ
　Ｓｅｒｖｉｃｅ）フォン、ＧＳＭ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｍｏｂｉｌ
ｅ）フォン、ＷＣＤＭＡ（Ｗｉｄｅｂａｎｄ　ＣＤＭＡ）フォン、ＭＢＳ（Ｍｏｂｉｌｅ
　Ｂｒｏａｄｂａｎｄ　Ｓｙｓｔｅｍ）フォンなどを用いることができる。
【０１４２】
　本発明の実施例は様々な手段を通じて具現することができる。例えば、本発明の実施例
は、ハードウェア、ファームウェア（ｆｉｒｍｗａｒｅ）、ソフトウェアまたはそれらの
結合などにより具現することができる。
【０１４３】
　ハードウェアによる具現の場合、本発明の実施例に係る方法は、一つまたはそれ以上の
ＡＳＩＣｓ（ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　ｃｉ
ｒｃｕｉｔｓ）、ＤＳＰｓ（ｄｉｇｉｔａｌ　ｓｉｇｎａｌ　ｐｒｏｃｅｓｓｏｒｓ）、
ＤＳＰＤｓ（ｄｉｇｉｔａｌ　ｓｉｇｎａｌ　ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　ｄｅｖｉｃｅｓ）
、ＰＬＤｓ（ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ｌｏｇｉｃ　ｄｅｖｉｃｅｓ）、ＦＰＧＡｓ（
ｆｉｅｌｄ　ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ｇａｔｅ　ａｒｒａｙｓ）、プロセッサー、コ
ントローラ、マイクロコントローラ、マイクロプロセッサーなどにより具現することがで
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【０１４４】
　ファームウェアやソフトウェアによる具現の場合、本発明の実施例に係る方法は、以上
で説明された機能または動作を行うモジュール、手順または関数などの形態で具現するこ
とができる。ソフトウェアコードはメモリーユニットに記憶されてプロセッサーにより駆
動されることができる。メモリーユニットは、プロセッサーの内部または外部に設けられ
て、公知の様々な手段によりプロセッサーとデータを交換することができる。
【実施例】
【０１４５】
　様々な実施例が発明の実施のための最善の形態として記述された。
【産業上の利用可能性】
【０１４６】
　本発明は、無線接続システムに使用される端末またはネットワーク機器に適用すること
ができる。
【０１４７】
　本発明は、本発明の精神及び必須特徴を逸脱しない範囲で他の特定の形態に具体化され
ることができる。したがって、上記の詳細な説明は、いずれの面においても制約的に解析
されてはならず、例示的なものとして考慮されなければならない。本発明の範囲は、添付
した請求項の合理的な解析により決定されるべきであり、よって、本発明の等価的範囲内
における変更はいずれも本発明の範囲に含まれる。また、特許請求の範囲で明示的な引用
関係を有しない請求項を結合して実施例を構成したり、出願後の補正により新しい請求項
として含めることができる。

【図１】 【図２】
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【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】 【図１４】

【手続補正書】
【提出日】平成23年4月26日(2011.4.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２３】
　前記制御メッセージは、前記少なくとも一つの全てのＦＰに存在することができる。
（項目１）
　セルラーシステムにおいて基地局がユーザー機器に制御メッセージを伝送する方法であ
って、
　前記基地局は、アップリンクＡＣＫ／ＮＡＣＫ（Ａｃｋｎｏｗｌｅｄｇｍｅｎｔ／Ｎｅ
ｇａｔｉｖｅ　Ａｃｋｎｏｗｌｅｄｇｍｅｎｔ）チャネルインデックスが制御メッセージ
で暗示的に使用されることが許容されるか否か、制御メッセージに対応するユーザー機器
がアップリンクＡＣＫ／ＮＡＣＫチャネルインデックスを暗示的に使用できるか否か、制
御メッセージの情報要素（Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｅｌｅｍｅｎｔ；ＩＥ）の大きさ、
制御メッセージが所定個数のサブブロック（ｓｕｂｂｌｏｃｋ）に分離（ｓｅｇｍｅｎｔ
）されるか否か、制御メッセージに適用されるＭＣＳ（Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ａｎｄ　
Ｃｏｄｉｎｇ　Ｓｃｈｅｍｅ）レベル、ＭＣＳレベル適用後の制御メッセージの情報要素
（ａｌｌｏｃａｔｅｄ　ＩＥ）の大きさ、制御メッセージの情報要素が存在する周波数領
域（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｐａｒｔｉｔｉｏｎ）のうちの少なくとも一つを基準（ｃｒｉ
ｔｅｒｉａ）にして、少なくとも一つのユーザー機器に対する複数の制御メッセージをグ
ループ化（ｇｒｏｕｐｉｎｇ）する段階と、
　前記グループ化された制御メッセージを伝送する段階と、
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を含み、
　前記グループ化により生成された各グループに含まれた制御メッセージは、前記少なく
とも一つの基準において同一である、制御メッセージ伝送方法。
（項目２）
　前記各グループは、論理的に連続する（ｌｏｇｉｃａｌｌｙ　ｃｏｎｔｉｇｕｏｕｓ）
、あるいは物理的に連続する（ｐｈｙｓｉｃａｌｌｙ　ｃｏｎｔｉｇｕｏｕｓ）リソース
ユニットを含む、項目１に記載の制御メッセージ伝送方法。
（項目３）
　前記各グループに含まれた制御メッセージの個数あるいはグループの大きさに関する情
報がユーザー不特定（ｎｏｎ－ｕｓｅｒ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ）制御メッセージを通じて伝
送される、項目１に記載の制御メッセージ伝送方法。
（項目４）
　前記各グループにおいて各グループに含まれた制御メッセージは前記少なくとも一つの
基準によって並べ替えて伝送される、項目１に記載の制御メッセージ伝送方法。
（項目５）
　システムに部分周波数再使用（Ｆｒａｃｔｉｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｒｅｕｓ
ｅ；ＦＦＲ）が適用され、前記複数の制御メッセージは、前記部分周波数再使用による少
なくとも一つの周波数領域（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｐａｒｔｉｏｎｉｎｇ；ＦＰ）に存在
する、項目１に記載の制御メッセージ伝送方法。
（項目６）
　前記少なくとも一つの周波数領域別に個別にＭＣＳレベルが設定される、項目５に記載
の制御メッセージ伝送方法。
（項目７）
　前記少なくとも一つの周波数領域が全て同一のＭＣＳレベルに設定される、項目５に記
載の制御メッセージ伝送方法。
（項目８）
　前記制御メッセージは、あらかじめ決定された周波数領域にのみ存在する、項目５に記
載の制御メッセージ伝送方法。
（項目９）
　前記制御メッセージは、前記少なくとも一つの全ての周波数領域に存在する、項目５に
記載の制御メッセージ伝送方法。
 
 
 
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信システムにおいて基地局が制御メッセージを伝送する方法であって、
　アップリンクＡＣＫ／ＮＡＣＫ（ＡＣＫｎｏｗｌｅｄｇｅｍｅｎｔ／Ｎｅｇａｔｉｖｅ
　ＡＣＫ）チャネルインデックスが該当の制御メッセージで暗示的に使用されることが許
容されるか否か、前記該当の制御メッセージの対象となるユーザー機器が前記ＡＣＫ／Ｎ
ＡＣＫチャネルインデックスを暗示的に使用できるか否か、前記該当の制御メッセージの
大きさ、前記該当の制御メッセージが複数のサブブロックに分離されるか否か、前記該当
の制御メッセージに適用されたＭＣＳレベル、前記ＭＣＳレベルが適用された後の前記該
当の制御メッセージの大きさ、及び前記該当の制御メッセージが存在する周波数パーティ
ションのうち、少なくとも一つを基準にして、少なくとも一つのユーザー機器に対する複
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数の制御メッセージをグループ化して一つ以上の制御メッセージグループを生成する段階
と、
　前記一つ以上の制御メッセージグループを伝送する段階と、を含み、
　各制御メッセージグループに含まれた制御メッセージは、前記少なくとも一つの基準に
おいて同一である、制御メッセージ伝送方法。
【請求項２】
　前記一つ以上の制御メッセージグループは、前記少なくとも一つの基準によって整列さ
れて伝送される、請求項１に記載の制御メッセージ伝送方法。
【請求項３】
　前記各制御メッセージグループに含まれた制御メッセージの個数あるいは前記各制御メ
ッセージグループの大きさに関する情報をユーザー不特定（ｎｏｎ－ｕｓｅｒ－ｓｐｅｃ
ｉｆｉｃ）制御メッセージを通じて伝送する段階さらにを含む、請求項１または２に記載
の制御メッセージ伝送方法。
【請求項４】
　前記各制御メッセージグループは、論理的あるいは物理的に連続したリソースユニット
を占有する、請求項１または２に記載の制御メッセージ伝送方法。
【請求項５】
　部分周波数再使用（Ｆｒａｃｔｉｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｒｅｕｓｅ：ＦＦＲ
）が前記無線通信システムに適用され、前記複数の制御メッセージは、前記ＦＦＲのため
の複数の周波数パーティションのうちの少なくとも一つに存在する、請求項１または２に
記載の制御メッセージ伝送方法。
【請求項６】
　ＭＣＳレベルは周波数パーティション別に設定される、請求項５に記載の制御メッセー
ジ伝送方法。
【請求項７】
　無線通信システムにおいてユーザー機器が基地局から制御メッセージを受信する方法で
あって、
　アップリンクＡＣＫ／ＮＡＣＫ（ＡＣＫｎｏｗｌｅｄｇｅｍｅｎｔ／Ｎｅｇａｔｉｖｅ
　ＡＣＫ）チャネルインデックスが該当の制御メッセージで暗示的に使用されることが許
容されるか否か、前記該当の制御メッセージの対象となるユーザー機器が前記ＡＣＫ／Ｎ
ＡＣＫチャネルインデックスを暗示的に使用できるか否か、前記該当の制御メッセージの
大きさ、前記該当の制御メッセージが複数のサブブロックに分離されるか否か、前記該当
の制御メッセージに適用されたＭＣＳレベル、前記ＭＣＳレベルが適用された後の前記該
当の制御メッセージの大きさ、及び前記該当の制御メッセージが存在する周波数パーティ
ションのうち、少なくとも一つを基準にして、少なくとも一つのユーザー機器に対する複
数の制御メッセージがグループ化して生成された、一つ以上の制御メッセージグループを
前記基地局から受信する段階と、
　前記少なくとも一つの基準に基づいて前記一つ以上の制御メッセージグループをデコー
ディングする段階と、を含み、
　各制御メッセージグループに含まれた制御メッセージは、前記少なくとも一つの基準に
おいて同一である、制御メッセージ受信方法。
【請求項８】
　前記一つ以上の制御メッセージグループは、前記少なくとも一つの基準によって整列さ
れた状態で受信される、請求項７に記載の制御メッセージ受信方法。
【請求項９】
　前記各制御メッセージグループに含まれた制御メッセージの個数あるいは前記各制御メ
ッセージグループの大きさに関する情報をユーザー不特定（ｎｏｎ－ｕｓｅｒ－ｓｐｅｃ
ｉｆｉｃ）制御メッセージを通じて前記基地局から受信する段階をさらに含む、請求項７
または８に記載の制御メッセージ受信方法。
【請求項１０】
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　前記各制御メッセージグループは、論理的あるいは物理的に連続したリソースユニット
を占有する、請求項７または８に記載の制御メッセージ受信方法。
【請求項１１】
　部分周波数再使用（Ｆｒａｃｔｉｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｒｅｕｓｅ：ＦＦＲ
）が前記無線通信システムに適用され、前記複数の制御メッセージは、前記ＦＦＲのため
の複数の周波数パーティションのうちの少なくとも一つに存在する、請求項７または８に
記載の制御メッセージ受信方法。
【請求項１２】
　ＭＣＳレベルは、周波数パーティション別に設定される、請求項１１に記載の制御メッ
セージ受信方法。
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